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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第51期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第51期および第52期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第51期

第２四半期 
連結累計期間 

第52期
第２四半期 
連結累計期間 

第51期
第２四半期 
連結会計期間 

第52期 
第２四半期 
連結会計期間 

第51期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  54,297,003  56,603,546  27,057,770  28,649,996  108,734,211

経常利益（千円）  495,789  682,742  199,833  433,993  1,593,549

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 △20,044  291,067  △166,358  190,549  414,168

純資産額（千円） － －  24,750,891  24,977,057  24,966,335

総資産額（千円） － －  51,482,284  51,730,131  51,802,921

１株当たり純資産額（円） － －  875.14  883.15  882.77

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 △0.71  10.29  △5.88  6.74  14.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  48.1  48.3  48.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,673,946  1,672,018 － －  2,674,301

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △425,270  △613,266 － －  △2,500,416

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △768,947  △790,248 － －  △249,884

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  5,968,425  5,681,202  5,412,698

従業員数（人） － －  1,129  1,181  1,119
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

（注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイ

マー、派遣社員を含む。）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員

を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

(1)連結会社の状況 

   平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,181 ( ) 2,574

(2)提出会社の状況 

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,173 ( ) 2,512
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 当社グループ（当社および連結子会社）は、単一セグメントであるため、部門別に販売及び仕入の状況を記載してお

ります。 

(1)販売実績 

部門別売上高 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．その他は、コピーサービス・宅配便の手数料収入であります。 

  

地域別売上高 

 （注） 売上高には消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

  当第２四半期連結会計期間    

部門別 （自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 前年同四半期比（％）

  売上高（千円） 構成比（％）   

海産  2,728,238  9.5  100.4

青果  4,631,648  16.2  111.0

精肉  3,342,729  11.7  102.5

惣菜  2,307,735  8.1  107.3

日配  4,367,244  15.2  106.1

一般食品  7,664,523  26.8  107.2

菓子  1,088,171  3.8  102.7

日用雑貨  1,625,070  5.7  102.3

その他  11,432  0.0  99.5

小計  27,766,794  96.9  105.9

配送収入他  883,201  3.1  106.1

合計  28,649,996  100.0  105.9

  当第２四半期連結会計期間   

地域別 （自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 前年同四半期比（％）

  売上高（千円） 構成比（％）   

大阪府  14,030,291  49.0  109.4

兵庫県  13,736,502  47.9  102.5

小計  27,766,794  96.9  105.9

配送収入他  883,201  3.1  106.1

合計  28,649,996  100.0  105.9
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(2)仕入実績 

部門別仕入高 

 （注）１．仕入高には消費税等は含まれておりません。 

２．その他は、コピーサービス・宅配便の仕入高であります。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（報告会社および連結子会社）が判断

したものであります。 

(1)業績の状況 

   当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エコカー減税や省エネ家電購入支援などの経済政策により、一

 部で企業収益の回復が見られたものの、円高の進行や株価の低迷等が景気回復の勢いを鈍化させるなど、景気の先行

 きは不透明なまま推移いたしました。 

  当小売業界においては、猛暑の影響により、飲料、氷菓等の販売が好調であったものの、業態間競争の激化による

 商品単価の下落や消費者の節約志向に変化はなく、経営環境は依然厳しい状態が続いております。 

  このような状況のもと、当社グループは、長期ビジョンとして「チャレンジ100！」をキャッチフレーズに、

 「2020年、店舗数100店舗・年商2,000億円」を掲げ、鮮度の良い商品を安く売り続けることに注力し、その地域に

 “なくてはならないスーパーマーケット（地域一番店）”の多店舗化を推進しております。 

  営業面では、鮮魚の漁港直送や野菜類の産地直送を強化することで、鮮度の良い商品をお安く提供いたしました。

 また、ローコスト体制づくりとして、グロサリー商品の営業時間外集中補充作業の推進や一般食品、菓子および雑貨

 に続き日配商品の自動発注システムの実験と検証を繰り返すなど、店内作業削減と作業効率の向上に取り組みまし

 た。 

  管理面では、コスト削減のため、省電力照明の採用や節電による消費電力の削減、プラスチック類や紙類等の資源

 ゴミのリサイクル推進による可燃ゴミの減量化などを図りました。 

  当第２四半期連結会計期間   

部門別 （自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 前年同四半期比（％）

  仕入高（千円） 構成比（％）   

海産  1,951,393  8.9  101.3

青果  3,887,551  17.7  112.0

精肉  2,465,012  11.2  103.9

惣菜  1,360,594  6.2  107.1

日配  3,255,633  14.8  105.7

一般食品  6,129,621  27.8  106.3

菓子  835,500  3.8  104.2

日用雑貨  1,321,101  6.0  106.3

その他  9,039  0.0  99.8

小計  21,215,447  96.4  106.4

配送収入他  802,788  3.6  103.0

合計  22,018,236  100.0  106.3

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

- 4 -



  また、伊丹市の０歳から２歳の待機児童解消を目的として、阪急電鉄「伊丹駅」前の当社所有「伊丹ショッピング

 デパート」のテナント区画に、平成23年１月より保育所の開設を決定するなど、地域社会への貢献活動に取り組んで

 おります。 

  連結子会社「株式会社関西スーパー物流」では、近隣店舗の商品混載による運行便数の削減および安全管理業務を

 請負う店舗の拡大等、配送業務の効率化およびサービス業務の強化に取り組みました。 

  なお、当社の取引先が、平成22年10月１日に民事再生手続きの開始決定を受けたことに伴い、特別損失として貸倒

 引当金繰入額70百万円を計上いたしました。 

  これらの結果、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高は286億49百万円（前年同期比5.9％増）、営業

 利益は３億80百万円（前年同期比164.1％増）、経常利益は４億33百万円（前年同期比117.2％増）、四半期純利益は

 １億90百万円（前年同期は四半期純損失１億66百万円）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、未収入金の増加、未払費

用の減少等がありましたが、税金等調整前当期純利益、減価償却費の計上や賞与引当金の増加等があったため第１四

半期連結会計期間末に比べ３億５百万円減少し、56億81百万円（前年同期比4.8％減）となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果減少した資金は、76百万円（前年同期は１億85百万円の獲得）となりました。これは主に、賞与引

当金の増加額４億３百万、減価償却費が３億74百万円等があった一方、未払費用の減少額が８億86百万円等があった

ことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は、34百万円（前年同期は３億39百万円の使用）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出１億３百万円、投資有価証券の取得による支出49百万円、長期預り保証金の返還による支出

36百万円等があった一方、差入保証金の回収による収入２億21百万円等があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、２億63百万（前年同期は２億36百万円の使用）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出２億円、リース債務の返済による支出53百万円等があったことによるものです。 

   

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4)研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(1)主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2)設備の新設、除却等の計画 

①当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、改修について

重要な変更はありません。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設、改修の計画はありません。 

  

②当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、改修について

完了したものはありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

                 普通株式  50,000,000

計  50,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  28,740,954  28,740,954

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

（各市場第二部） 

単元株式数 

100株  

計  28,740,954  28,740,954 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金
残高（千円） 

平成22年７月１日 

～ 

平成22年９月30日 

 －  28,740,954  －  7,277,333  －  8,304,341

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 関西スーパーマーケット取引先持株会  兵庫県伊丹市中央５－３－38  2,418  8.42

 住友商事株式会社      東京都中央区晴海１－８－11  1,407  4.90

 伊藤忠食品株式会社  東京都中央区日本橋室町３－３－９  1,354  4.71

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２－７－１  1,139  3.97

 株式会社みずほ銀行  東京都千代田区内幸町１－１－５  1,139  3.97

 ユージー株式会社  大阪市福島区玉川１－８－10  1,125  3.92

 岩田  健  大阪府高槻市  1,031  3.59

 国分株式会社  東京都中央区日本橋１－１－１  1,021  3.55

 増田 喜代子  大阪市西区  968  3.37

 株式会社かね清  大阪市福島区野田１－１－86  880  3.06

計 －  12,486  43.44
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①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動 

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  459,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  28,272,200  282,722 － 

単元未満株式 普通株式  9,754 － － 

発行済株式総数  28,740,954 － － 

総株主の議決権 －  282,722 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱関西スーパーマーケット 
兵庫県伊丹市中央

５－３－38 
 459,000 －  459,000  1.60

計 －  459,000 －  459,000  1.60

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  809  809  803  812  805  805

最低（円）  792  782  754  792  780  785

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏 名 異動年月日 

専務取締役 業務改革室長 専務取締役 総務本部長 玉村 隆司 平成22年10月１日 

取締役 総務本部長 取締役 
総務グループ 

マネジャー 
福谷 耕治 平成22年10月１日 

取締役 商品本部長 取締役 
第２商品グループ 

マネジャー 
柄谷 康夫 平成22年10月１日 

取締役 
経営企画グループ 

マネジャー 
取締役 商品本部長 漣  照久 平成22年10月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限

責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,541,202 3,822,698

売掛金 880,745 822,697

有価証券 1,350,000 1,849,785

商品 2,272,135 2,189,020

貯蔵品 43,675 57,486

繰延税金資産 480,114 508,351

その他 1,282,334 1,660,642

貸倒引当金 △7,315 △7,315

流動資産合計 10,842,891 10,903,366

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,662,183 7,487,081

機械装置及び運搬具（純額） 173,902 148,967

工具、器具及び備品（純額） 615,958 642,242

土地 15,254,294 15,242,537

リース資産（純額） 1,237,887 711,836

建設仮勘定 6,996 333,443

有形固定資産合計 ※1  24,951,222 ※1  24,566,108

無形固定資産 286,777 280,678

投資その他の資産   

投資有価証券 3,058,601 3,083,663

差入保証金 9,742,632 10,210,163

繰延税金資産 692,770 655,588

その他 2,602,376 2,486,420

貸倒引当金 △447,141 △383,069

投資その他の資産合計 15,649,239 16,052,766

固定資産合計 40,887,239 40,899,554

資産合計 51,730,131 51,802,921
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,504,194 6,450,602

短期借入金 1,800,000 1,800,000

1年内返済予定の長期借入金 5,600,000 5,600,000

未払法人税等 322,788 404,945

賞与引当金 672,051 666,409

店舗閉鎖損失引当金 230,321 272,973

その他 2,980,044 3,042,177

流動負債合計 18,109,400 18,237,107

固定負債   

長期借入金 2,400,000 2,800,000

退職給付引当金 1,032,823 1,030,379

事業整理損失引当金 545,766 618,630

長期預り保証金 3,319,264 3,374,438

資産除去債務 82,916 －

その他 1,262,903 776,030

固定負債合計 8,643,673 8,599,478

負債合計 26,753,073 26,836,585

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,277,333 7,277,333

資本剰余金 8,321,237 8,321,237

利益剰余金 9,738,067 9,673,254

自己株式 △279,856 △279,841

株主資本合計 25,056,782 24,991,985

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △79,724 △25,649

評価・換算差額等合計 △79,724 △25,649

純資産合計 24,977,057 24,966,335

負債純資産合計 51,730,131 51,802,921
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 54,297,003 56,603,546

売上原価 41,544,543 43,515,233

売上総利益 12,752,460 13,088,312

営業収入 1,110,467 1,067,864

営業総利益 13,862,927 14,156,177

販売費及び一般管理費   

販売費 1,566,449 1,641,693

従業員給料及び賞与 4,698,662 4,858,441

賞与引当金繰入額 702,857 668,803

退職給付費用 233,536 149,713

福利厚生費 754,190 728,580

減価償却費 658,523 741,501

賃借料 2,536,322 2,525,870

その他 2,343,912 2,277,632

販売費及び一般管理費合計 13,494,453 13,592,237

営業利益 368,473 563,940

営業外収益   

受取利息 17,939 13,329

受取配当金 23,926 38,781

受取手数料 62,245 67,224

テナント退店違約金受入益 15,920 2,900

設備負担金受入益 22,419 11,428

その他 68,458 69,003

営業外収益合計 210,910 202,667

営業外費用   

支払利息 64,260 65,577

その他 19,334 18,287

営業外費用合計 83,594 83,865

経常利益 495,789 682,742

特別損失   

固定資産除売却損 15,949 2,170

貸倒引当金繰入額 － 70,072

店舗閉鎖損失引当金繰入額 427,166 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 36,195

特別損失合計 443,116 108,437

税金等調整前四半期純利益 52,673 574,304

法人税、住民税及び事業税 213,549 271,900

法人税等調整額 △140,831 11,335

法人税等合計 72,717 283,236

少数株主損益調整前四半期純利益 － 291,067

四半期純利益又は四半期純損失（△） △20,044 291,067
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 27,057,770 28,649,996

売上原価 20,674,406 22,018,017

売上総利益 6,383,363 6,631,978

営業収入 554,158 534,181

営業総利益 6,937,522 7,166,160

販売費及び一般管理費   

販売費 747,208 762,353

従業員給料及び賞与 2,275,729 2,361,026

賞与引当金繰入額 421,714 401,282

退職給付費用 116,768 74,856

福利厚生費 414,305 369,737

減価償却費 342,334 374,083

賃借料 1,269,693 1,264,638

その他 1,205,833 1,178,077

販売費及び一般管理費合計 6,793,587 6,786,055

営業利益 143,935 380,104

営業外収益   

受取利息 8,780 7,492

受取配当金 6,225 17,200

受取手数料 31,290 33,829

テナント退店違約金受入益 11,920 1,100

設備負担金受入益 2,174 －

その他 37,717 36,891

営業外収益合計 98,108 96,513

営業外費用   

支払利息 31,487 32,066

その他 10,722 10,558

営業外費用合計 42,210 42,625

経常利益 199,833 433,993

特別損失   

固定資産除売却損 5,710 1,351

貸倒引当金繰入額 － 70,072

店舗閉鎖損失引当金繰入額 427,166 －

特別損失合計 432,877 71,423

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△233,043 362,569

法人税、住民税及び事業税 165,859 219,662

法人税等調整額 △232,544 △47,642

法人税等合計 △66,685 172,020

少数株主損益調整前四半期純利益 － 190,549

四半期純利益又は四半期純損失（△） △166,358 190,549
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 52,673 574,304

減価償却費 658,523 741,501

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,240 2,443

前払年金費用の増減額（△は増加） 11,634 △6,631

賞与引当金の増減額（△は減少） △52,357 5,642

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 36,195

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 427,166 △42,651

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,727 64,072

受取利息及び受取配当金 △41,866 △52,110

支払利息 64,260 65,577

固定資産除売却損益（△は益） 15,949 2,170

売上債権の増減額（△は増加） 48,375 △58,048

たな卸資産の増減額（△は増加） △125,679 △69,304

未収入金の増減額（△は増加） － 512,931

仕入債務の増減額（△は減少） 4,812 53,592

未払消費税等の増減額（△は減少） 56,564 △45,614

未払費用の増減額（△は減少） 22,923 16,893

その他 367,286 195,263

小計 1,495,298 1,996,226

利息及び配当金の受取額 36,134 53,331

利息の支払額 △71,752 △75,689

法人税等の支払額 △33,700 △301,849

法人税等の還付額 247,965 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,673,946 1,672,018

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 100,000 50,000

投資有価証券の取得による支出 － △49,267

有形固定資産の取得による支出 △822,506 △804,110

有形固定資産の除却による支出 △5,183 △592

無形固定資産の取得による支出 △70,887 △70,153

差入保証金の差入による支出 △60,371 △52,379

差入保証金の回収による収入 489,657 363,910

長期預り保証金の受入による収入 36,761 24,631

長期預り保証金の返還による支出 △92,741 △75,306

投資活動によるキャッシュ・フロー △425,270 △613,266
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △450,000 △400,000

リース債務の返済による支出 △35,701 △163,980

配当金の支払額 △282,660 △226,253

自己株式の取得による支出 △585 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △768,947 △790,248

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 479,728 268,503

現金及び現金同等物の期首残高 5,488,697 5,412,698

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,968,425 ※  5,681,202
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当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

該当事項はありません。  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 会計処理基準に関する事項

の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

  これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ2,640千

円減少し、税金等調整前四半期純利益は38,835千円減少しております。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金の増減額」は金額的な重要性が増加したため、第１四半期連結累計期間より区分掲記することとし

ました。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未収

入金の増減額」は385,231千円であります。  

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。   

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

固定資産の減価償却費の算定

方法  

  定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分しております。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22

年４月１日 至平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成22

年７月１日 至平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

 当社及び国内連結子会社の事業用定期借地権上の建物等については、従来、他の減価償却資産と同様法人税法の規

定に基づく耐用年数により償却を行っておりましたが、第１四半期連結会計期間より借地契約期間で償却を行うこと

といたしました。 

 これは、建物等の耐用年数を当該借地契約期間とすることで、より合理的な期間損益計算を行い、財政状態の健全

化を図るためのものであります。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ12,411千

円減少しております。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

２．貸出コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当第２四半期連結会計期間末

の借入未実行額は次のとおりであります。 

（千円）

  

26,532,539

コミットメントライン契約の総額  4,000,000

借入実行残高  －

差引額  4,000,000

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

２．貸出コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行額は次のとおりであります。 

（千円）

25,824,923

コミットメントライン契約の総額  4,000,000

借入実行残高  －

差引額  4,000,000

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年９月30日現在）

 （千円）

  

現金及び預金勘定 6,478,425

預入期間が３か月を超える定期預金 △510,000

現金及び現金同等物 5,968,425

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 4,541,202

預入期間が３か月を超える定期預金 △160,000

取得日から３ヶ月以内に償還期限の 

到来する有価証券  
1,300,000

現金及び現金同等物 5,681,202
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22

年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの  

  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平

成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 当社および連結子会社は、小売事業を主な事業活動としており、商品の種類、性質、配送および販売方法等の類

似性から判断して、同一セグメントに属するスーパーマーケットによる商品販売およびそれらの販売商品の配送等

を行っているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。  

  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平

成21年４月１日 至平成21年９月30日）  

 在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平

成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平

成22年７月１日 至平成22年９月30日）  

 当社および連結子会社の事業は、商品の種類、性質、配送および販売方法等の類似性から判断して、スーパーマ

ーケット等による商品販売およびその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

記載すべき事項はありません。  

（株主資本等関係）

普通株式 28,740,954 株  

普通株式 459,027 株  

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  226,255  8 平成22年３月31日 平成22年６月24日  利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日 

取締役会 
普通株式  226,255  8 平成22年９月30日 平成22年11月15日  利益剰余金 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

（金融商品関係）

- 18 -



当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

記載すべき事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）  

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

記載すべき事項はありません。 

   

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

記載すべき事項はありません。 

   

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 883.15円 １株当たり純資産額 882.77円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 0.71円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 10.29円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額 

    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △20,044  291,067

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

  普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △20,044  291,067

期中平均株式数（千株）  28,282  28,281
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 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

記載すべき事項はありません。 

  

 平成22年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・ 千円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・８円00銭  

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成22年11月15日 

（注） 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 5.88円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 6.74円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額  

    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △166,358  190,549

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

  普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △166,358  190,549

期中平均株式数（千株）  28,282  28,281

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】

226,255
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                以 上 

  

  

   独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月６日 

株式会社関西スーパーマーケット 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 高木  勇  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 池田 哲雄   印 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

  

株式会社関西スーパーマーケットの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第

２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間 

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

  
行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

  

  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関西スーパーマーケット及び

  

  

連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第

２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

   

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                以 上 

  

  

   独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月９日 

株式会社関西スーパーマーケット 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 高木  勇  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 池田 哲雄   印 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

  

株式会社関西スーパーマーケットの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第

２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間 

（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

  
行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

  

  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関西スーパーマーケット及び

  

  

連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第

２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


